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１．概要



所轄庁への届出 【社会福祉法第59条】
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社会福祉法人は、毎会計年度終了後３月以内（６月末まで）に、厚

生労働省令で定めるところにより、次に掲げる書類を所轄庁に届け出な
ければならない。

一 第45条の32第1項に規定する計算書類等
ニ 第45条の34第2項に規定する財産目録等

＜提出書類＞

〇法第45条の32第1項に規定する計算書類等
・各会計年度に係る計算書類

・事業報告
・これらの附属明細書
・監査報告（会計監査人設置法人の場合は会計監査報告）

〇法第45条の34第2項に規定する財産目録等
・財産目録

・役員等名簿（理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿）
・報酬等（報酬、賞与その他の職業遂行の対価として受ける財産上の利
益及び退職手当）の支給の基準を記載した書類

・事業の概要その他の厚生労働省令で定める事項を記載した書類
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所轄庁の業務：監督 【社会福祉法第56条】

 社会福祉法人が、法令等に違反し、又はその運営が著しく適正を欠く
と認めるときは、当該社会福祉法人に対し、期限を定めて、その改善

のために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。【第４項】

 当該勧告を受けた社会福祉法人が期限内にこれに従わなかったときは、

その旨を公表することができる。【第５項】

 社会福祉法人が正当な理由がなく勧告に係る措置を取らなかったとき

は、当該勧告に係る措置をとるべく旨を命令することができる。【第６

項】

 社会福祉法人が命令に従わないときは、期限を定めて業務の全部も
しくは一部停止を命じ、又は役員の解職を勧告することがで
きる。【第７項】



社会福祉法人に対する指導の流れ
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財務諸表等電子開示システム 【社会福祉法施行規則第9条第3項】

【主な目的】
・社会福祉法人の運営の透明性の確保（法人の運営状況及び財務状況に係る情報の提供）
・社会福祉法人の事務負担軽減（現況報告書、財務諸表等の様式作成支援）

【出典】第５．０版
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２．システム改修等について
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３．令和５年度の主な変更点

について



令和５年度の主な変更点について
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４．現況報告書でよく見れる

誤り一覧
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【現況報告書】

法人区分関係
・１．（５）法人区分について、社会福祉協議会でないのに社会福祉協議会の
会計区分を用いている、 またはその逆

評議員
・２．（１）評議員定員について、定款に７名以上と定めているにも関わらず、
７名未満を入力している

・２．（3-1～3-7）評議員の氏名等について、実際には７名以上選任されてい
るにも関わらず、７名以上入力していない

会計監査人
・会計監査人を設置するとして定款に定めていないにも関わらず、５．（1-
1）に会計監査人の氏名を入力している（監事や顧問会計士等の氏名を入力
している）
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母子生活施設関係
・母子生活施設及び婦人保護施設であるにも関わらず住所が公表されている
（11.①-3で「母子生活支援施設」及び「婦人保護施設」を選択していない）

地域における公益的な取組
・「地域における公益的な取組」を実践しているにも関わらず、11-2への記載
がなされていない

専門家の支援
・「会計監査及び専門家による支援等について」（平成29年４月27日社援基発
0427第１号）に定める専門家の支援等を行っていないにも関わらず、14に入力
している
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【計算関係書類】

計算書類（第一様式）
・法人単位事業活動計算書（第二号第一様式）と法人単位貸借対照表（第三号
第一様式）との「当期活動増減差額」が一致しない。

・法人単位事業活動計算書（第二号第一様式）と法人単位貸借対照表（第三号
第一様式）との「次期繰越活動増減差額」が一致しない。
・法人単位貸借対照表（第三号第一様式）の「資産の部合計」と「負債及び純
資産の部合計」が一致しない。
・法人単位資金収支計算書（第一号第一様式）の「事業活動収入計」「事業活
動支出計」、法人単位事業活動計算書（第二号第一様式）の「サービス活動
収益計」「サービス活動費用計」及び法人単位貸借対照表（第三号第一様
式）の「資産の部合計」「負債及び純資産の部合計」がマイナス残高となっ
ている。
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計算書類（第二様式及び第三様式）
・資金収支内訳表（第一号第二様式）及び事業区分資金収支内訳表（第一号第
三様式）の内部取引消去の「当期資金収支差額合計」が「０円」となってい
ない。
・事業活動内訳表（第二号第二様式）及び事業区分事業活動内訳表（第二号第
三様式）の内部取引消去の「当期活動増減支差額」が「０円」となっていな
い。
・貸借対照表内訳表（第三号第二様式）及び事業区分貸借対照表内訳表（第三
号第三様式）の内部取引消去の「資産の部合計」と「負債及び純資産の部合
計」が一致しない。

計算書類に対する注記及び附属明細書
・作成すべき注記及び附属明細書が作成されていない。
・計算書類の金額と注記及び附属明細書の金額が一致しない。
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５．（参考）よくある質問と回答
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４．現況報告書でよく見れる誤り一覧



出典

独立行政法人福祉医療機構

・社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム操作説明書

（社会福祉法人用）[第5.0版]

令和5年度都道府県・指定都市・中核市指導監督担当者職員研修資料

・資料３ 令和４年度の主な改正事項・周知事項について

・資料４『財務諸表等電子開示システム』の入力操作等について

厚生労働省社会・援護局福祉基盤課法人経営指導係発出

・現況報告書等でよく見られる誤り一覧（ R 5 4 3 更新版）
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ご清聴

ありがとうございました
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